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受験番号 氏名 

  

＊これは問題用紙です。答えは解答用紙に記入してください。 

＊用紙が配布されても合図があるまで開かないでください。 

＊試験中、監督の許可なしに、部屋の外に出ることはできません。 

＊不正行為に対しては厳正に対処します。 

＊試験終了後、問題用紙も回収しますが、メモなどは消さなくてもか

まいません。 



  



Ⅰ．以下の文章を読み、カッコ内に適切な言葉や人名を入れなさい。 

1. 専門職として遵守すべき複数の根拠（正否の基準や価値観）が対立し、いずれも重要

であるために明確な正解を導けない状況である（a.   ）は、心理職においても避

けがたく、どのように判断すべきかを考え続けることが大切である。 

2. 人生の最終段階における医療やケアについて、本人が意思決定能力があるうちに家族

や専門家と話し合いを重ねて、本人の意思を尊重した選択となるよう支援するプロセ

スを（b.   ）、略して ACPという。 

3. （c.   ）性ストレスとは、命の危険があるような体験をした人の話を繰り返し聴

いたり、支援したりするうちに、支援者自身が感じる強い心理的ストレスであり、睡

眠障害、無気力、無力感、心身症状、不安感などの反応が現れることがある。 

4. （d.  ）とは、心理療法の効果研究などでよく用いられる研究手法であり、同一テ

ーマの複数の独立した研究を統計的手法を用いて統合し、総合的な効果量や傾向を検

証することで、エビデンスに基づく実践上の判断を支えるものである。 

5. Minuchin,S.に代表される構造学派では、家族内の非機能的な「境界」「権力」

「（e.   ）」に焦点を当てて、家族構造の再構成を目指す。 

6. 愛着や依存の対象を失うことによって生じる心理的過程について、Freud,S.は、

（f.   ）という概念を提唱した。 

7. ソーシャルスキルトレーニング（SST）は、社会的学習理論を背景に持つが、実施で

は、インストラクション（教示）→（g.   ）→リハーサル→フィードバック→定

着化の手順で行われる。 

8. 令和 6年児童福祉法改正では、包括的な支援体制の強化・拡充を目的として、各市町

村は（h.   ）の設置や身近な子育て支援の場における相談機関などの施設の整備

に努めることが明記されている。 

9. 「外出すると疲れるので家にいることが多い」と言っているうつ病の患者に対して実

施されることのある、本人の価値や楽しさを感じる活動を徐々に増やし、回避の循環

を断ち切る方針に基づいたアプローチを（i.   ）という。 

 



10. ある発達障害児支援プログラムを実施した結果、行動面で改善が見られた。しかし、

保護者は「この支援は現実的でない」と評価し、教師も「日常の指導に応用しにく

い」と感じた。このように、介入の意義や成果が社会の文脈で適切に評価されている

かどうかを問う概念を（j.   ）という。 

11. うつ病患者を対象に、治療法（方法 A／方法 B）×性別（男性／女性）の 2要因分散

分析を行ったところ、交互作用が有意であった。治療法の効果が男女で異なるかどう

かをさらに詳しく調べたいときに適切な統計的分析手法は（k.   ）である。 

12. 児童生徒の不登校対策として、文部科学省が推進している、全ての子どもが安心して

学べる環境づくりや、心の SOSの見逃し防止を図るための包括的プランを

（l.   ）という。 

13. 学習障害のひとつのタイプとされ、全体的な発達には遅れはないのに、特に、文字の

読み書きに限定した困難があり、そのことによって学業不振が現れたり、二次的な学

校不適応などが生じる疾患のことを（m.   ）という。 

14. Damasio,A.R.によって提唱された、感情に伴って生じる身体の反応が脳に伝えられ、

意思決定に影響するという仮説のことを（n.   ）仮説という。 

15. Lazarus,R.S.らによって提唱されたトランスアクショナルモデルでは、ストレス反応

は、ストレッサーに対する（o.    ）とコーピングによって決定されると考えら

れている。 

16. Brink,R.によれば、40歳以上の成人が過去の自伝的記憶を想起する際に 10歳代から

30歳代までの出来事を思い出しやすい傾向にあるという現象を（p.   ）という。 

17. 心理面接の際、クライエントの潜在的なリスクを特定・分析し、その対処を検討する

ことを（q.   ）という。 

18. その動作の意味や手順を理解しているものの命令された動作を実行できない場合、

（r.   ）といい、左半球の頭頂葉損傷患者に出現する。 

19. 精神障害者が自分らしく望む生き方を実現していくプロセスを（s.   ）という。 

20. 認知症の人を、1 人の人間として尊重し、その本人の立場に立って行うケアを

（t.  ）という。 

 



Ⅱ．以下の設問について指定の字数で回答しなさい。 

 

1. 心理相談機関へ、中学生２年生のクライエントが親と同伴で、「発達特性を持つこと

で、登校渋りがある」という主訴で来談した。発達特性については、医療機関で診断を

受け、心理検査の結果も持参している。心理専門家として、本事例の心理支援の導入に

あたって、どのように対応するかについて、300文字以内で述べよ。 

 

2. 病院において、心理職が医師から心理検査を含むアセスメントを依頼された場合、その

結果を多職種チームに報告する際の留意点は複数考えられる。それらの留意点を 300字

以内で述べよ。 

 

3. あなたは心理相談機関の心理職である。21歳の大学生が初回面接で次のように語った。

「1年前、大学で教授に自傷のことを相談したら、私の知らないうちに親に全部話され

てしまって。両親とも激怒して私を責めたあげく、最後は『勝手にしろ』と突き放され

て、最悪で……今もほとんど話ができず、辛くって…。ここなら絶対に秘密を守るって

約束してくれますよね？」これに対して専門家として留意すべき点を踏まえ、この場で

どのように応答するか。300字以内で具体的なセリフを作成せよ。 

 

4. あなたは少年鑑別所の心理技官である。ある少年の家庭裁判所の審判に必要な書類（鑑

別結果通知書）を作成しようと思い少年と面接を行うが、ほとんど話をしてくれない。こ

の場合必要な点について 300字以内で述べよ。 

  



Ⅲ．以下は『小中学生における攻撃行動に対する随伴性知覚の促進の手続きを加えた問題解

決訓練の効果の検討』（尾棹万純・野中俊介・田中佑樹・嶋田洋徳 (2025) 認知行動療法研究, 

第 51巻 第１号, pp.33–44）に基づいて作成した資料である。本研究の目的と仮説と照らし

て、どのような結果が得られたといえるか。分析結果に基づき 400〜600 字で記述しなさい。 

 

〈以下は作問のために論文を一部抜粋・改変した資料である〉 

研究の概要 

 児童生徒における暴力行為やいじめなどの問題行動を示す攻撃行動は、加害者自身も報復

などの不利益を被る可能性のある行動であるとされる（岡安・高山，2000）。したがって、学

校現場において攻撃行動はその軽減や変容を目指した具体的な取り組みが必要な問題行動の

一つであると言える。このような攻撃行動の軽減に対して有効な方法として、「問題解決訓練

（PST, Problem Solving Training）」があげられる。PSTとは、社会的情報処理モデル（Crick 

& Dodge, 1994）に基づき、児童生徒各自の状態像や文脈に応じた自発的な行動変容を促すこ

とを目的とし、「解決策の案出」プロセスおよび「解決策の評価」プロセスの変容を行う一連

の手続きである（DʼZurilla & Nezu, 1999）。このような攻撃行動に焦点を当てた心理的介入

の効果に影響しうる個人差として、自身がとった行動によって、どのような結果（環境の変

化）が生じたかに関する俯瞰的理解である随伴性知覚の低さがあげられる。したがって、PST

の手続きによって問題解決プロセスを体系的に整理することに加えて、長期的な結果を予測

し、より適応的な行動選択ができるように働きかけ、随伴性知覚を高めることが行動問題の

軽減に重要であると考えられる。随伴性知覚を促進し、とくに行動遂行後の長期的結果への

注目を高めるアプローチを含む心理的技法の一つとして、行動活性化療法があげられる。行

動活性化療法においては、自身の「価値」に沿った行動の拡大が強調され、ある行動の後に、

どのような短期的および長期的結果が生じるかという随伴性知覚能力の向上が目指される

（Lejuez et al., 2011）。先行研究の結果を踏まえると、PSTに随伴性知覚を促進する手続

きを加えることによって、攻撃行動の軽減効果を高めることができる可能性がある。本研究

においては、児童生徒に対し、PST に長期的結果を踏まえた随伴性知覚を促進する手続きを

加えた介入を実施し、攻撃行動の軽減効果を検討することを目的とした。なお、尾棹他（2020）

はストレスマネジメント教育における発達段階と技法の適合性について先行研究から検討し、

認知に焦点を当てた技法は、小学校高学年以上には一定の効果を有すること、小学生と中学

生とで介入ターゲットが異なることを指摘していることから、本研究では、該当する小中学

生を対象とし、それぞれに対する介入効果を検討した。また、Wilson et al.（2003）は、学

級単位の攻撃行動軽減に対する介入効果についてメタ分析を行い、攻撃行動のハイリスク群

はそうでない者と比べて介入効果が大きいことを示している。このことから、本研究におい

ても、研究参加者全体についての分析に加えて、攻撃行動高群（平均＋0.5 SD）の児童生徒

に対する効果も検討する。さらに、生活全般の活動性を高めることによって抑うつが軽減す

るという前提があるため（Beck et al., 1979）、行動活性化療法においては、プロセス変数

として報酬知覚を測定することが多い。一方、攻撃行動の軽減においては、前述の通り随伴

性知覚能力の向上が重要であると考えられる。そのため、本研究においては、プロセス変数

※問題本文は著作権上、web ページに掲載することができません。 

出典を参考にしてください。 

 

出典 

『小中学生における攻撃行動に対する随伴性知覚の促進の手続きを加えた問題解決訓練の効果の検討』

（尾棹万純・野中俊介・田中佑樹・嶋田洋徳 (2025) 認知行動療法研究, 第 51 巻 第１号, pp.33–44） 



として随伴性知覚を測定し、あわせて先行研究において測定されている報酬知覚についても

測定する。 

 

方法 

分析対象者：小学生計 137 名、中学生計 140名 

 

使用尺度 

攻撃行動の程度：児童生徒における攻撃行動の発現程度について測定するため、小学生に対

しては、小学生用攻撃行動尺度（高橋・佐藤・永作他，2009）、中学生に対しては、中学生用

攻撃行動尺度（高橋・佐藤・野口他，2009）を用いた。いずれも得点が高いほど攻撃行動の

程度が高いことを示す。 

 

ストレス反応：児童生徒におけるストレス反応の程度について測定するため、小学生に対し

ては小学生用ストレス反応尺度（嶋田他，1994）、中学生に対しては、中学生用ストレス反応

尺度（三浦，2002）を用いた。いずれも得点が高いほどストレス反応の程度が高いことを示

す。 

 

コーピング：児童生徒のコーピングレパートリーについて測定するために、小学生に対して

は小学生用コーピング尺度（嶋田，1998）、中学生に対しては、中学生用コーピング尺度（嶋

田，1998）を用いた。いずれも得点が高いほど当該コーピングを多くとることを示す。 

 

報酬知覚：児童生徒における、環境中で経験する強化子や随伴性に対する知覚の程度につい

て測定するために、日本語版 Environmental Reward Observation Scale（以下、EROS; 国里

他，2011）を用いた。得点が高いほど報酬知覚が高いことを示す。 

 

分析方法：介入効果の検討方法として、時期（介入前、介入後）を独立変数、攻撃行動、ス

トレス反応、コーピング、随伴性知覚、報酬知覚をそれぞれ従属変数とする二要因分散分析

を行った。多重比較には、Bonferroni 法を用いた。 

 

結果 

攻撃行動の変化：小学生においては、下位尺度である身体的攻撃行動、言語・関係性攻撃行

動のいずれにおいても主効果および交互作用は有意ではなかった（Table 1）。一方、中学生

においては、身体的攻撃行動、言語的攻撃行動、関係性攻撃行動にいずれにおいても、群の

主効果が有意であり（Table 2）、PST 群と比べて PST＋BA 群のほうが低かった（身体的攻撃

行動：F（1, 138）＝ 8.32, p ＝ .04、言語的攻撃行動：F（1, 138）＝ 4.09, p ＝ .05、 

関係性攻撃行動：F（1, 138）＝ 8.41, p ＝ .004）。また、攻撃行動高群のみの分析の結果

から、小学生の身体的攻撃行動および言語・関係性攻撃行動において、時期の有意な主効果

がみられ、preから post にかけて軽減した（身体的攻撃行動：F（1, 33）＝ 4.70, p ＝ .04、
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言語・関係性攻撃行動：F（1, 33）＝ 6.88, p ＝ .01）。さらに、中学生の身体的攻撃行動、

関係性攻撃行動において時期の有意な主効果がみられ、preから post にかけて攻撃行動が軽

減した（身体的攻撃行動：F（1, 33）＝ 6.39, p ＝ .01、関係性攻撃行動：F（1, 33）＝ 

6.99, p ＝ .01）。 

 

ストレス反応の変化：小学生においては、下位尺度である不機嫌怒りについては交互作用が

あり、PST＋BA 群のみにおいて有意に増加した（F（1, 135）＝ 5.63, p ＝ .02）。また、抑

うつ・不安、身体的反応については群の主効果がみられ、いずれも PST 群のほうが PST＋BA 

群より高かった（抑うつ・不安：F（1, 135）＝ 6.34, p ＝ .05、身体的反応：F（1, 135）

＝ 4.32, p ＝ .04）。無気力については群および時期の主効果がみられ、PST 群のほうが 

PST＋BA 群より高く、いずれの群においても pre から post にかけて増加した（群： F（1, 

135）＝ 4.13, p ＝ .04、時期：F（1, 135）＝ 3.92, p ＝ .05）。中学生においては、無気

力の時期の主効果が有意であり、介入後に減少した（F（1, 138）＝ 4.19, p ＝ .04）。ま

た、攻撃行動高群のみの分析の結果から、小学生は、抑うつ・不安において、群の有意 な主

効果がみられ、PST 群のほうが高かった（F（1, 33）＝ 4.27, p ＝ .05）。中学生は、不機

嫌・怒りの時期による主効果がみられ、介入後に増加した（F（1, 33）＝ 7.06, p ＝ .01）。  

 

コーピングの変化：小学生においては、下位尺度である積極的対処について、群および時期

の主効果が有意であり、PST＋BA 群のほうが高く、pre から post にかけて軽減した（群：F

（1, 135）＝ 10.85, p ＝ .001、時期：F（1, 135）＝ 9.22, p ＝ .003）。中学生において

も、有意な主効果はみられなかった。また、攻撃行動高群の分析においても、小学生、中学

生ともに有意な主効果はみられなかった。 

 

随伴性知覚および報酬知覚の変化：随伴性知覚に関しては、小学生においては、有意な主効

果はみられなかった。中学生においては、時期の主効果が有意であり、介入後に増加した（F

（1, 138）＝7.59, p ＝ .01）。攻撃行動高群の分析の結果は、小学生、中学生いずれにおい

ても、有意な主効果はみられなかった。また、報酬知覚に関しては、小学生においては、群

の主効果が有意であり、PST＋BA 群のほうが高かった（群：F（1, 135）＝ 7.97, p ＝ .01）。

中学生においては、有意な主効果はみられなかった。攻撃行動高群のみの分析の結果、小学

生、中学生のいずれにおいても、有意な主効果はみられなかった。 
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MEMO ご自由にお使いください。 
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